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令和５年度当初予算案の概要 

【1】 編 成 方 針 
 

府財政は、景気の緩やかな持ち直しを背景に、府税収入が堅調に推移するものの、義務的

に負担する社会保障関係経費が増大し続けるなど、今後も多額の収支不足が生じる見込みで

す。また、海外経済や原材料価格等の動向が景気に及ぼす影響が懸念されるなど、依然とし

て予断を許さない状況です。 

このため、今回の予算編成においては、引き続き財政規律を堅持しつつ、「府政運営の基本

方針 2023」を踏まえ、コロナや物価高騰対策を着実に進めるとともに、万博のインパクトを最大

限に活かし、大阪の成長・飛躍に向けた施策に限られた財源を重点配分しました。 

 

【2】 予 算 規 模  

区 分 R ４ 当 初 R ５ 当 初 増 減 額 前 年 度 比 

一 般 会 計 37,798 36,421 ▲ 1,377 96.4 

特 別 会 計 29,087 30,824 1,737 106.0 

計 66,885 67,245 360 100.5 
   (各表においては、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合がある。) 
   
 

 

 

Ø 府税収入は景気の緩やかな持ち直しを背景に実質税収ベースで増加（P7） 

Ø 社会保障関係経費は増加するものの、人件費や一般施策経費は減少（P2、4、5） 

Ø その結果、収支均衡のための財政調整基金の取崩額は、前年度から減少（P9） 

Ø 過去の借入れにより積立不足が生じていた減債基金は５年度末に復元が完了する見込み（P6） 
 

 
 

（一般会計予算規模における増減の主な理由） 

・大阪府営業時間短縮等協力金支給事業費の減（▲１，４８８億円）や中小企業向け制度融資

に係る預託金の減（▲１９２億円） 

・支出が義務付けられている社会保障関係経費の自然増などによる増（＋２６３億円） 

（特別会計予算規模における増減の主な理由） 

・府債の元金償還等の増加などによる公債管理特別会計、大阪府営住宅事業特別会計の予算

規模の増（＋６９４億円） 

・地方消費税の増収による地方消費税清算特別会計の予算規模の増（＋５５９億円） 

 
○一般歳出ベース：２兆９，５７３億円、前年度当初比 ９５．２％、１，４８８億円の減。 

（公債費、税関連歳出、基金への積立金を除く歳出合計） 

○義 務 的 支 出：１兆９，３２７億円、前年度当初比 １００．９％、１６３億円の増。 

（人件費、公債費、税関連歳出、社会保障関係経費（義務的経費）の合計） 

  

単位：億円、％ 

○全体の特徴 

資料１ 
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・一般会計当初予算の推移                                     単位：億円 
 

H２７ H２８ H２９ H３０ R１ R２ R３ 
R４ R5 

当初 当初 補正後 

歳出総額 

 （調整前） 

一般歳出 

28,361 

（32,886） 

22,249 

28,215 

（32,772） 

22,062 

26,393 

（30,866） 

19,803 

25,543 

 

19,513 

25,983 

 

20,098 

26,368 

 

19,841 

35,086 

 

28,240 

37,798 

 

31,060 

38,422 

 

30,919 

36,421 

 

29,573 

＊H29年度以前の歳出総額は、地方消費税清算特別会計の設置（平成 30年 4月）に伴い、関連予算を調整した後の数値。 

 

【3】 一般会計の内訳 

１ 歳 出 

 

○人 件 費：６,８０９億円（前年度当初比 ９７．１％、▲２０５億円） 

給与改定の実施による増加があるものの、定年年齢の段階的引上げによる

退職手当の減少などにより、２０５億円の減。 
 

 

令和 5年度 対前年度比 

・条例定数 

（一般会計） 

知事部局 

教育庁（小中高等学校教職員等） 

公安委員会（警察職員） 

その他 

7,250 

43,879 

23,292 

194 

人 

人 

人 

人 

0 

▲ 208 

0 

0 

人 

人 

人 

人 

 計 74,615 人 ▲ 208 人 

 

 

・人件費の推移                                            単位：億円 

 H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

決算 

R２ 

決算 

R３ 

決算 

R４ R５ 

当初 当初 補正後 

人 件 費 

給 料 等 

退職手当 

8,235 

7,480 

755 

8,240 

7,514 

726 

6,793 

6,285 

508 

6,726 

6,222 

504 

6,736 

6,269 

467 

6,671 

6,231 

440 

6,600 

6,186 

415 

7,014 

6,568 

446 

6,885 

6,446 

439 

6,809 

6,625 

184 
 

 

 

 

＜参考１＞令和４年度の主な給与改定について 
１ 給料表の改定（０．３３％）        【実施時期：令和４年４月１日】  
２ 期末手当を０．１月分引上げ        【実施時期：令和４年６月期・１２月期】  
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○公 債 費：３，１７６億円（前年度当初比 ９５．９％、▲１３６億円） 

令和４年度府債発行分の金利の上昇により利子負担が増加するものの、

最終償還を迎える府債の元金償還の減少などにより、１３６億円の減。 
 

 

・公債費、府債残高の推移（一般会計）                              単位：億円 

 H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R1 

決算 

R２ 

決算 

R３ 

決算 

R４ R５ 

当初 当初 補正後 

公 債 費 

(参考)府債残高 

3,266 

53,797 

3,141 

53,691 

3,128 

53,661 

3,159 

53,626 

3,260 

53,575 

3,237 

54,042 

3,320 

55,546 

3,312 

54,368 

3,362 

54,290 

3,176 

53,558 

＊府債残高は、臨時財政対策債等を含む数値。府債残高については、８ページ参照。 

 

 

 

 

○建設事業費：

 

１，７８９億円（前年度当初比 １０６．５％、＋１０９億円） 

大阪の成長を実現する新たなインフラ整備など、府にとって必要性・緊急

性が高い事業について、計画的に整備を推進。 

 

 

・補助事業費：

 

９１６億円（前年度当初比 １１０．７％、＋８９億円） 

安威川ダム建設の事業進捗による減少があるものの、モノレール道整備や

府立支援学校整備にかかる国庫補助事業の増加などにより８９億円の増。 

 

・単独事業費：

 

８７２億円（前年度当初比 １０２．４％、＋２０億円） 

北大阪急行線の延伸整備補助が終了するものの、大阪公立大学新キャン

パス整備関連事業の進捗による増加などにより、２０億円の増。 
 

 

・建設事業費の推移                                         単位：億円 

 H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R1 

決算 

R２ 

決算 

R３ 

決算 

R４ R５ 

当初 当初 補正後 

建設事業費 

補  助 

うち国直 

単  独 

1,561 

776 

75 

785 

1,617 

851 

108 

766 

1,513 

855 

58 

658 

1,5９2 

902 

73 

690 

1,519 

886 

84 

634 

1,469 

971 

106 

497 

1,567 

996 

112 

571 

1,680 

828 

83 

852 

1,677 

926 

91 

751 

1,789 

91６ 

73 

87２ 
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○一般施策経費： 

 

２兆４５０億円（前年度当初比 ９３．２％、▲１，５０４億円） 

支出が義務付けられている社会保障関係経費の増加があるものの、大阪府

営業時間短縮等協力金支給事業費の減少などにより、１，５０４億円の減。 

 

・一般施策経費の推移                                        単位：億円 

 H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

決算 

R２ 

決算 

R３ 

決算 

R４ R５ 

当初 当初 補正後 

一般施策経費 

うち貸付金 

うち補助金等 

10,965 

3,334 

6,044 

10,647 

3,049 

6,108 

10,337 

2,661 

6,144 

10,046 

2,483 

5,770 

10,156 

2,278 

6,039 

21,697 

8,730 

10,976 

30,081 

7,729 

18,076 

21,954 

7,687 

11,351 

22,451 

7,085 

11,417 

20,450 

7,361 

9,946 

＊社会保障関係経費の状況については、５ページ参照。 

 

 

 

 

≪主なもの≫              R５当初 

・中小企業向け制度融資預託金 

・新型コロナウイルス感染症対策費 

・国保・後期高齢者医療関係費 

・介護給付費負担金 

・私学関係助成 

７，３３７

３，３９０

 ２，２８１

１，１７３

８７４

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

・障がい者自立支援給付費等負担金 

・施設型給付費等負担金 

・地域医療介護総合確保基金事業費 

・新型コロナウイルス感染症宿泊施設確保等事業費 

・新型コロナウイルス感染症対応資金融資利子補給金 

７１９

５０８

２８２

２７３

２２１

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

≪増減の大きいもの≫  R４当初→R５当初  

（補助金等） （貸付金） 

・大阪はびきの医療センター整備事業費 

・中小企業向け制度融資預託金 

 

（その他） 

・新型コロナウイルス感染症対策費 

・国際会議場管理運営費 

・大阪コロナ大規模医療・療養センター運営事業費  

・新型コロナウイルス感染症宿泊施設確保等事業費  

 

 

・障がい者自立支援給付費等負担金 

・後期高齢者医療給付費負担金 

・地域医療介護総合確保基金事業費 

・２０２５日本国際博覧会推進事業費 

・看護師等処遇改善事業費 

・介護職員等処遇改善支援補助金 

・大阪府営業時間短縮等協力金支給事業費  

 

（積立金） 

・地域医療介護総合確保基金積立金 

 

＋７７

＋５８

＋５６

＋４５

▲４４

▲１３０

▲１，４７５

＋２１

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

 

 

億円 

 

▲１３４ 

▲１９２ 

 

 

＋２１３ 

＋３０ 

▲１８ 

▲１０２ 

 

億円 

億円 

 

 

億円 

億円 

億円 

億円 
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■令和５年度当初予算における社会保障関係経費の状況 

 

＜社会保障関係経費の内訳＞ 

・ 社会保障関係経費（一般財源ベース）は、前年度当初比で 105.5％、336億円の増。 
単位：億円 

科目等 
R4当初 R5当初 増 減 

総 額 
 

総 額 
 

総 額 
 

一般財源 一般財源 一般財源 

福祉費 

社 会 福 祉 費  

社会福祉施設等退職手当共済費補助金など 
57 

(23) 

41 

(23) 

59 

(27) 

45 

(27) 

3 

(4) 

4 

(4) 

障がい者福祉費  
障がい者自立支援給付費等負担金や自立 

支援医療費（更生医療）給付費など 

916 

(721) 

850 

(718) 

940 

(796) 

923 

(793) 

23 

 (75) 

73 

(75) 

高齢者福祉費  
介護給付費負担金や低所得者保険料軽減 

負担金など 

1,535 

(1,261) 

1,300 

(1,261) 

1,565 

(1,277) 

1,332 

(1,277) 

30 

(15) 

32 

(15) 

児 童 福 祉 費  
保育所等にかかる施設型給付費等負担金や 

児童福祉施設事業費など 

1,212 

(969) 

1,008 

(892) 

1,234 

(1,038) 

1,069 

(956) 

22 

(69) 

61 

(64) 

生 活 保 護 費  
生活保護給付費など 

51 

(48) 

27 

(27) 

45 

(43) 

25 

(24) 

▲7 

(▲6) 

▲2 

(▲2) 

健 康 

医療費 

公衆衛生費等 
新型コロナウイルス感染症対策事業費や 

措置入院及び通院医療費、難病対策費など 

4,211 

(319) 

528 

(157) 

4,219 

(326) 

603 

(163) 

9 

(7) 

75 

(7) 

医 薬 費  
後期高齢者医療給付費負担金や国民健康 

保険基盤安定事業費負担金など 

2,369 

(2,197) 

2,221 

(2,178) 

2,433 

(2,297) 

2,317 

(2,280) 

64 

(100) 

95 

(102) 

教育費 
文 教 諸 費 等  
私立幼稚園等にかかる施設型給付費等負担 

金や私立専門学校授業料等減免事業費など 

184 

(184) 

157 

(157) 

181 

(181) 

155 

(155) 

▲3 

(▲3) 

▲2 

(▲2) 

合  計 
10,534 

(5,721) 

6,132 

(5,413) 

10,676 

(5,985) 

6,468 

(5,676) 

142 

(263) 

336 

(263) 

＊ （ ）内は、法令等によって支出が義務付けられている経費の額。 
＊上表の数値は職員人件費を含まない。 

＊上表の令和 4年度当初予算の数値は、令和 4年度から子ども家庭局が設置されたことに伴い、令和 5年度当初予算の計上科目の 
変更があるため、令和 5年度当初予算の科目に対応した数値としている。 
＊公衆衛生費等は、環境衛生費、保健所費を含む。 

＊文教諸費等は、文教諸費及び大学費のうち、消費税率引上げによる幼児教育・保育の無償化、高等教育の無償化にかかる経費 
（国制度分）の額。 

 

 

＜地方消費税増収分と社会保障関係経費＞ 

・地方消費税率引上げによる増収額（1,239億円）は、全額を社会保障関係経費（6,468億円）の財源 

として活用。 

単位：億円 

 R4当初 R5当初 増減 

【歳入】 地方消費税のうち社会保障財源相当額（市町村への交付金を除く） 1,122 1,239 116 

【歳出】 社会保障関係経費（一般財源ベース） 6,132 6,468 336 

 



6 
 

 

○減債基金への積立て：１５９億円（前年度当初比 ９２．６％、▲１３億円） 

 

＊財政再建団体転落回避のため、平成１３～１９年度の間に、減債基金から合計５，２０２

億円の借入れを実施したため、減債基金残高が積立てておくべき額に比して不足。 

＊平成２１年度より、減債基金残高の復元を計画的に実施し、令和５年度末に完了する見込み。 

 

 

（参考１）減債基金復元額の推移                              単位：億円 

 H２１ 

決算 

H２２ 

決算 

H２３ 

決算 

H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

減債基金復元額 

(うち当初予算) 

 (決算剰余金 1/2相当額) 

(そ の 他) 

52 

 

(52) 

383 

(228) 

(155) 

514 

(385) 

(129) 

313 

(260) 

(53) 

 

766 

(320) 

(61) 

(385) 

392 

(280) 

(112) 

 

299 

(280) 

(19) 

 

303 

(276) 

(27) 

 

復元額累計 

積立不足額 

52 

5,150 

435 

4,767 

949 

4,253 

1,262 

3,940 

2,028 

3,174 

2,420 

2,782 

2,719 

2,483 

3,022 

2,180 
 

 

 

 

 

 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

決算 

R２ 

決算 

R３ 

決算 

R４ 

最終 

R５ 

当初 

284 

(273) 

(11) 

 

285 

(271) 

(14) 

 

294 

(269) 

(25) 

 

408 

(264) 

(144) 

 

393 

(228) 

(165) 

356 

(172) 

(134) 

(51) 

159 

(159) 

 

 

3,306 

1,896 

3,591 

1,611 

3,885 

1,317 

4,293 

909 

4,686 

516 

5,043 

159 

5,202 

0 

 

 

（参考２）実質公債費比率算定上の積立必要額との差引の推移            単位：億円 

 H２１ 

決算 

H２２ 

決算 

H２３ 

決算 

H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

積 立 必 要 額 

上記に対応する基金残高 

6,352 

1,418 

6,847 

1,665 

7,677 

1,865 

8,724 

2,817 

8,577 

3,535 

8,611 

4,125 

8,261 

3,861 

8,001 

3,699 

差引 ▲4,934 ▲5,182 ▲5,812 ▲5,907 ▲5,042 ▲4,486 ▲4,400 ▲4,302 
 

 

 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

決算 

R２ 

決算 

R３ 

決算 

R４ 

最終 

R５ 

当初 

8,237 

4,235 

8,452 

4,899 

8,760 

5,757 

8,595 

6,559 

9,416 

7,911 

10,037 

8,847 

10,554 

9,358 

▲4,001 ▲3,553 ▲3,003 ▲2,036 ▲1,505 ▲1,189 ▲1,197 
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２ 歳 入 

 

○府税収入 

・令和５年度見込み 

 

１兆４，５６９億円 （前年度当初比 １０５．８％  ＋７９８億円） 

・実質税収 １兆２，６９２億円 （前年度当初比 １０３．９％  ＋４７９億円） 

 

＊景気の持ち直しの動きを背景とした企業業績の改善、円安や資源高による輸入金額の増加等

により、法人二税や地方消費税を中心に令和４年度当初予算と比べ増収。 

法人二税 ４，８６９億円 （前年度当初比 １０５．８％ ＋２６７億円） 

地方消費税 ４，５４６億円 （前年度当初比 １１０．３％ ＋４２５億円） 

個人府民税 ３，１２１億円 （前年度当初比 １０３．０％ ＋９１億円） 

＊うち森林環境税は、１３億円（前年度当初比１０１．４％） 

宿泊税 １２億円 （前年度当初比 １６４．８％ ＋５億円） 

 

 

・府税収入の推移                                           単位：億円 

 H２ 

決算 

H１９ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R1 

決算 

R２ 

決算 

R３ 

決算 

R４ R５ 

当初 当初 補正後 

府税収入 

 

実質税収 

法人二税 

 

14,731 

 

13,510 

7,982 

13,425 

 

11,591 

5,667 

13,289 

 

11,667 

4,285 

 

12,778 

 

11,890 

4,419 

 

13,039 

 

12,359 

4,702 

 

12,813 

 

11,347 

4,103 

 

13,960 

 

12,285 

4,565 

 

13,771 

 

12,213 

4,601 

 

14,495 

 

12,958 

4,937 

 

14,569 

 

12,692 

4,869 

 

＊平成 29年度以前の府税収入は、地方消費税清算特別会計の設置（平成 30年 4月）に伴い、関連予算を調整した後の数値。 

＊実質税収は、（府税＋譲与税＋精算金収入）－（税関連の市町村交付金、精算金支出、還付金等）。 

＊法人二税のピークは、平成元年度（８，３５２億円）。 

 

 

 

○地方譲与税：１，４７７億円（前年度当初比 ９５．０％、▲７８億円） 

・うち特別法人事業譲与税：１，４３７億円 （前年度当初比 ９４．９％、▲７７億円）  

 

＜参考２＞特別法人事業譲与税 

 地方法人課税の偏在是正措置のため、令和元年 10月１日以後に開始する事業年度から、法人事業税（地

方税）の一部を特別法人事業税（国税）とし、その全額を人口を基準として都道府県に譲与（不交付団体に譲

与制限あり）。（制度改正の影響は、令和２年度で通年化） 
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○地方交付税：３，１４７億円 （前年度当初比 １０６．１％、＋１８１億円） 

・臨時財政対策債を加算した額：３，８３７億円（前年度当初比 １１６．５％、＋５４４億円） 

 

 

・地方交付税の推移                                         単位：億円 

 H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R1 

決算 

R２ 

決算 

R３ 

決算 

R４ R５ 

当初 当初 補正後 

地方交付税 

[臨時財政対策債] 

 

2,826 

[1,835] 

(4,660) 

2,764 

[1,519] 

(4,283) 

2,448 

[1,515] 

(3,962) 

2,360 

[1,532] 

(3,892) 

2,478 

[1,389] 

(3,867) 

2,594 

[1,386] 

(3,980) 

3,804 

[2,800] 

(6,604) 

2,966 

[327] 

(3,293) 

3,118 

[409] 

(3,527) 

3,147 

[690] 

(3,837) 

＊（ ）内は、臨時財政対策債を加算した数値。 

＊令和４年度予算は、交付税の追加措置分を活用し、臨時財政対策債を調整。（発行可能額 1,082億円⇒予算額 409億円） 

 

 

 

○ 府  債 ：

 

１，７４３億円（前年度当初比 １１９．４％、＋２８３億円） 

通常債（※）や税・地方交付税の代替として発行する減収補塡債は減少す

るものの、臨時財政対策債の増加により、府債は２８３億円の増。 

 （※）地方財政法第５条に基づき公共施設又は公用施設の建設事業費等の財源に充当する 

地方債。 

 

・通常債 

・減収補塡債 

・臨時財政対策債 

＊発行可能額（見込）ベース 

・行政改革推進債 

９５８億円 

   ― 

６９０億円 

 

９５億円 

（前年度当初比   ９８．９％ 

（前年度当初比    ― 

（前年度当初比  ２１１．１％ 

（前年度当初比   ６９．０％ 

（前年度当初比  １１１．３％ 

▲１０億円） 

▲７９億円） 

＋３６３億円） 

▲310億円） 

＋１０億円） 
 

⇒ 臨時財政対策債等を除いた府債残高は、平成１９年度以降減少。全会計の府債残高は

前年度に比べて減少。 
 

・府債発行額の推移                                            単位：億円 

 H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

決算 

R２ 

決算 

R３ 

決算 

R４ R５ 

当初 当初 補正後 

一 般 会 計 

府債発行額 
2,757 2,939 2,404 2,413 2,314 3,087 3,682 1,460 1,409 1,743 

一 般 会 計 

府 債 残 高 
53,797 53,691 53,661 53,626 53,575 54,042 55,546 54,368 54,290 53,558 

全会計残高 

うち臨財債等残高 

うちその他残高 

62,861 

[31,323] 

[31,538] 

62,327 

[31,925] 

[30,403] 

61,731 

[32,661] 

[29,069] 

61,402 

[33,089] 

[28,313] 

61,065 

[33,244] 

[27,822] 

61,374 

[33,898] 

[27,476] 

62,741 

[35,550] 

[27,190] 

61,398 

[34,602] 

[26,795] 

61,320 

[34,590] 

[26,729] 

59,929 

[33,618] 

[26,311] 

＊臨財債等とは、臨時財政対策債、減税補塡債、減収補塡債及び臨時税収補塡債。 
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○その他歳入：

 

９，６９０億円（前年度当初比 ９０．８％、▲９８３億円） 

中小企業向け制度融資預託金の減による貸付金元利収入の減少や財政調整

基金繰入金の減少などにより、その他歳入は９８３億円の減。 
 

・貸付金元利収入 

・財政調整基金繰入金 
（交付税精算等対応分） 

７，３９７億円 

４６６億円 

（前年度当初比 ９７．６％ 

（前年度当初比 ４６．８％ 

▲１８４億円）

▲５３０億円）

 

＜参考３＞地方交付税算定における精算制度への対応 

 普通交付税のうち、国の地方財政計画における国税・地方税見込みと府税等の実績との乖離により生じた

増収分については、翌年度以降の普通交付税算定において是正（精算）されることから、当年度の歳入のうち

必要な額を財政調整基金に積み立て、年度間の財政調整を行う。 

 

○財政調整基金 

の取崩し 

：５５２億円 （前年度当初比 ６９．６％、▲２４１億円） 

社会保障関係経費の増加があるものの、実質税収の増加や人件費の

減少により、財政調整基金の取崩しは、２４１億円の減。  

 

・財政調整基金残高の推移                                     単位：億円 

年 度 H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ 

残 高 
6 

(434) 

78 

(1,256) 

784 

(1,385) 

711 

(1,438) 

1,037 

(1,500) 

1,039 

(1,612) 

843 

(1,602) 

544 

(1,479) 

584 

（1,475） 

1,117 

（1,489） 

 

 R１ R２ R３ R４ R５       

 
1,148 

(1,562) 

1,043 

(1,706) 

507 

(2,037) 

1,244 

(2,171) 

1,619 

 

     

＊上段は当初見込み、下段は令和３年度までは決算額、令和４年度は１１号補正後見込み。 

＊上記残高には、地方交付税算定における精算制度への対応のための一時的な積立分を含まない。 

 

 （参考）財政調整基金の積立て・取崩しについて 

単位：億円 

 取崩額 積立額 残 高 

◆ 令和４年度当初予算編成 794  1,244 

◆ 令和３年度１２号補正 24  1,220 

◇ 
令和３年度決算取崩し 
（最終 24億円⇒決算取崩しなし） 

▲24  1,244 

◇ 令和３年度決算剰余金の 1/2編入  134 1,378 

◆ 令和４年度１号～１０号補正 342  1,035 

◆ 
令和４年度１１号補正 
（取崩額 現計 1,136億円⇒最終 皆減） 

▲1,136  2,171 

□ 令和５年度当初予算編成 552  1,619 
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【４】主な事業 

単位：千円 

（）：前年度予算 

感染症への対応                

 

１ 検査、医療・療養体制の確保 

 

○ 相談・検査体制の整備等 89,954,571)  

【健康医療部】 (146,129,221)  

 ・相談体制の整備 16,764,133 (18,247,653) 

 新型コロナウイルス感染症に関する府民向け一般相談窓口、感染が疑われる症状が出ている

府民向け発熱者ＳＯＳ、宿泊療養施設の手配や、外来や往診・オンライン診療等を希望する

自宅療養者向け自宅待機ＳＯＳを設置。 

 

※R4補正 

(6・11号) 

 ・検査体制の整備 41,084,880 (82,156,299) 

 検査体制を整備するため、医療機関等に対してＰＣＲ検査機器等の整備費用を補助すると 

ともに、民間検査機関等へのＰＣＲ検査等を委託。 

また、年末年始等に検査を行う医療機関を支援するとともに、高齢者入所施設等の無症状の

施設従事者等への頻回検査を実施。 

 

※R4補正 

(6・11号) 

 ・入院医療費等の公費負担 25,639,292 (24,734,816) 

 新型コロナウイルス感染症患者等の入院医療費や検査費用の自己負担額を公費で負担。 

 

※R4補正 

(6・11号) 

 ・ワクチン接種体制の整備 6,466,266 (20,990,453) 

 新型コロナウイルスワクチン接種を促進するため、個別接種等への支援や府接種会場の運営、

広報・啓発の実施、副反応等に対応する専門相談体制の確保等により、接種体制を確保。 

 

 

 

○ 入院・療養体制の確保 301,538,191)  

【政策企画部、健康医療部】 (328,242,942)  

 ・医療機関に対する支援 221,714,762 (262,986,799) 

 医療機関等に対し、患者受入に必要な医療機器などの整備等に要する費用、病床確保に要する

費用、消毒など感染拡大防止等に要する費用、医師・看護師の確保等に要する費用等を補助。 

 

※R4.6号補正 

 ・宿泊療養施設の確保 27,296,261 (37,511,659) 

 軽症者等を受け入れるための宿泊施設を確保し、運営に必要な経費を負担。 

 

 

 ・入院・療養体制の確保 52,527,168 (27,744,484) 

 自宅療養を行う軽症者等への生活支援及び健康管理を実施するとともに、宿泊療養施設の 

医療従事者や患者の搬送体制を確保。 

 

※R4.6号補正 
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２ 感染拡大防止の取組みの徹底 

 

○ 社会福祉施設等における感染防止対策の推進 11,435,698)  

【福祉部】 (25,304,130)  
 社会福祉施設等が感染防止対策を講じながら業務継続するための人員確保等や介護施設等の個室化・

ゾーニング環境等の整備に要する費用を補助、感染防止対策の専門家の施設への派遣等。 

 

※R4補正含む 

(1・9・11号) 

 

くらしを支えるセーフティネットの充実     

 

１ 府民の生活や健康を支える取組みの充実 

 

○ 女性のための相談体制の整備 20,003)  

【府民文化部】 (20,003)  
 新型コロナウイルス感染症の影響により不安や悩みを抱える女性に対する支援を強化するため、

ＳＮＳ相談を通年で実施。また、必要な情報や同じ悩みを抱える者同士が交流できる場の提供、協

賛企業等より提供を受けた生活用品等の配布・提供を実施。 

 

 

 

○ インターネット上の人権侵害の解消推進事業 43,214)  

【府民文化部】 (2,748) 

≪一部新規≫ 

 

 大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害のない社会づくり条例に基づき、インター

ネット上の誹謗中傷や差別に係る専門相談窓口を設置するとともに、ターゲティング広告を活用した

啓発活動等を実施。 

〔債務負担行為の設定（令和 5～7年度）98,008千円〕 

 

 

 

○ 出産・子育て応援交付金事業 1,843,030)  

【健康医療部】 (1,677,400)  
 妊娠届出時や妊娠 8か月前後などに面談を実施する伴走型相談支援と、妊娠届出時及び

出生届出時にそれぞれ 5万円相当の現金やクーポン等を支給する経済的支援を一体的に実

施する市町村に対し費用の一部を補助。 

 

※R4.10号補正 

 

 

○ 依存症対策強化事業 102,498)  

【健康医療部】 (52,397)  
 大阪府ギャンブル等依存症対策基本条例等に基づき、予防啓発、相談支援の強化や医療機関等への

研修などを実施するとともに、民間団体等が実施する依存症対策事業に要する費用の一部を補助。 
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○ 障がい者雇用 No.1 に向けた企業の取組促進 50,769)  

【商工労働部】 (50,708)  
 「障がい者雇用日本一・大阪」をめざし、障がい者の雇用機会拡大と職場定着の取組みに関する

セミナー等を実施するとともに、事業者に対する雇用支援や職場体験実習を通じて障がい者の雇用

を促進。 

 

 

 

２ 子どもたちの健やかな成長と学びを支える環境の充実 

 

○ 児童虐待対策の強化 121,841)  

【福祉部】 (49,551) 

≪一部新規≫ 

 

 児童虐待相談対応件数や一時保護児童数の増加に対応するため、令和５年１０月の開設に 

向けて新たな一時保護所を整備。 

 

 

 

○ 英語教育の推進 788,708）  

【教育庁】 （567,607） 

≪一部新規≫ 

 

 高い英語力を備えたグローバル人材を育成するため、英語学習アプリのパッケージ開発や、全ての

府立高校の生徒が週１回ネイティブスピーカーの授業を受けられるように外国語指導員等を配置。 

 

 

 

○ 部活動指導体制の充実 224,622)  

【教育庁】 (114,527) 

≪一部新規≫ 

 

 少人数の部活動の活性化と教員の負担軽減を図るため、府立高校において複数校で部活動の

合同実施をするとともに、部活動指導員等を配置。 

また、府内中学校における部活動の地域クラブ活動への移行に向けた実証事業を実施するとと

もに、市町村に対して移行体制構築等の経費を補助。 

 

 

 

○ 知的障がい支援学校の整備 3,944,601)  

【教育庁】 (136,207) 

≪一部新規≫ 

 

 府立支援学校における知的障がいのある児童・生徒の増加等に対応するため、閉校した府立高校の 

活用や府立高校の敷地内に併設するなど、新たに知的障がい支援学校を整備。 

 

 

 

○ ＳＮＳ活用相談体制整備事業 26,329）  

【教育庁】 （19,283）  

 いじめを含む様々な悩みを抱える児童・生徒に対する相談体制の充実を図るため、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）相談

の実施日を週5日に拡充。 
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３ 自然災害の教訓を踏まえた災害対応力強化 

 

○ 防災体制の整備 230,321)  

【政策企画部】 ≪新規≫  

 ・大阪府地域防災計画推進費 180,321 ≪新規≫ 

 防潮堤の液状化対策等、現地震防災アクションプランの進捗を踏まえた南海トラフ巨大地震等の

被害想定の見直し。 

〔債務負担行為の設定(令和 5～6年度)50,000千円〕 

 

 

 ・防災行政無線管理費 50,000 ≪新規≫ 

 防災行政無線の衛星無線における現行システムの運用終了に伴い、衛星無線機器の更新にかか

る設計を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 5～6年度) 80,000千円〕 

 

 

 

○ 三大水門の更新 1,967,000)  

【都市整備部】 (367,000)  
 三大水門（安治川水門・尻無川水門・木津川水門）の更新に向けて、木津川水門の築造工事 

及び安治川水門の築造に係る用地補償費の算定。 

 

 

 

○ 密集住宅市街地の地震対策 2,978,263)  

【都市整備部】 (2,714,291)  

 ・密集住宅市街地整備促進事業費補助金 902,396 (906,961) 

 地震時等に大きな被害が想定される密集市街地の防災性の向上や住環境の改善のため、 

老朽住宅の除却や建替え、道路・公園などの公共施設の整備を行う市に対し補助。 

・老朽住宅除却における個人負担率：1/6 

 

 

 ・延焼遮断帯整備促進事業 2,075,867 (1,807,330) 

 密集市街地における延焼拡大の抑制、避難路・緊急車両の通行経路の確保のため、延焼遮断帯

として広幅員の道路を整備。 

・三国塚口線（物件調査・用地取得・工事等） 

・寝屋川大東線（物件調査・用地取得・工事等） 

〔債務負担行為の設定(令和 5～6年度)224,503千円〕 
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大阪経済の回復                

 

１ 国内外から人を呼び込む都市魅力の創出 

 

○ 国際会議誘致・開催支援事業 10,500）  

【府民文化部】 ≪新規≫  

 大阪における国際会議開催を促進するため、既に大阪観光局で行っている助成に加えて、

一定基準を満たす国際会議に対する助成費を負担。 

 

 

 

○ 周遊促進事業費 312,000)  

【府民文化部】 ≪新規≫  

 来阪旅行者の府内滞在や周辺地域への周遊を促進するため、府域の観光資源を活用した 

イベントの開催や、兵庫県にまたがる広域周遊モデルコースの造成を実施。 

 

 

 

○ 大阪文化芸術創出事業費 440,000)  

【府民文化部】 (300,000) 

≪一部新規≫ 

 

 新型コロナウイルス感染症により影響を受けている文化芸術団体等が実施する公演等にかかる

経費を支援するとともに、万博に向け大阪の文化芸術を活性化させるため、文化芸術プログラムの

実施にかかる経費を負担。 

〔債務負担行為の設定（令和 5～7年度）750,000千円〕 

 

 

 

○ 水と光を活かした水都大阪の魅力創出事業 45,000)  

【府民文化部】 ≪新規≫  

 都市魅力の創造のため、水と光の演出形成に向けた現地調査等及び兵庫県にまたがる新たな

舟運ルートの創出のための社会実験を実施するとともに、大阪・関西万博に向け、中之島ＧＡＴＥ

エリアの船着場整備に要する設計等を実施。 

〔債務負担行為の設定（令和 5～6年度）480,000千円〕 
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万博成功に向けた取組みの加速         

 

１ 万博成功に向けた準備の加速 

 

○ 2025 年大阪・関西万博の推進 7,962,243)  

【万博推進局】 (3,440,388)  

 2025年大阪・関西万博の会場建設費や大阪メトロ中央線の輸送力増強事業費を負担するとともに、

機運醸成や参加促進、大阪パビリオンの建設、展示の企画などの事業を実施。 

〔債務負担行為の設定 機運醸成(令和 5～6年度)20,000千円〕 

〔債務負担行為の設定 参加促進(令和 5～7年度)843,451千円〕 

 

 

 

○ 2025 年大阪・関西万博の成功に向けた機運醸成 101,387)  

【府民文化部、福祉部、健康医療部】 ≪新規≫  

 ・大阪デスティネーションキャンペーン推進事業費 40,000 ≪新規≫ 

 万博の機運醸成や大阪への誘客促進のため、ＪＲ6社と連携した全国規模の観光プロモーション

を実施。 

 

 

 ・府内市町村の地域イベントとの連携 10,610 ≪新規≫ 

 市町村が実施するイベントにおいて、大阪・関西万博の機運醸成に資するブースの出展や 

PRグッズの配布等に要する費用を補助。 

 

 

 ・障がい者舞台芸術発信事業 15,213 ≪新規≫ 

 障がいのある人が様々な立ち位置で参画する舞台芸術分野の PRのため、万博の場を活用し、 

障がいのあるアーティスト、伴走支援者の発掘を行うとともに、障がいのある人、ない人が混在する 

チームが作品を発表する機会の創出に向けた取り組みを実施。 

 

 

 ・万博プレイベント ワクワクＥＸＰＯ２０２３ ｗｉｔｈ健活１０ 26,180 ≪新規≫ 

 大阪・関西万博と連携した健康づくりの機運醸成に向けた啓発や最新のヘルスケア体験を 

通じたイベントを実施。 

 

 

 ・食育推進全国大会の誘致 9,384 ≪新規≫ 

 万博のコンセプト「未来社会の実験場」に即した食に特化したイベントとして令和６年度に開催を

予定している「食育推進全国大会」の企画・調整を実施。 

〔債務負担行為の設定（令和 5～6年度）62,663千円〕 

 

 

 

○ 中小企業の万博参入促進 104,672)  

【商工労働部】 (55,050)  

 ≪一部新規≫  

 府内中小企業の受注機会を確保し、2025年大阪・関西万博の経済効果を波及させるため、 

企業情報及び商品・サービス・技術等の情報を登録し、発注者側に提供する「万博関連事業受注

者登録システム」を構築・運用。 

※R4.6号補正 
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○ 大阪産（もん）の活用拡大支援事業 107,416）  

【環境農林水産部】 （90,079）  

 ≪一部新規≫  

 万博会場内での活用を通じ、大阪産（もん）のブランド力の向上や、万博のインパクトを最大限に活かした大阪

の成長へ貢献するため、データベースの拡充や万博参加国向け大阪産（もん）活用ツールの作成を実施。 

 

 

 

○ 淀川大堰閘門設置事業 1,600,000) 

【大阪都市計画局】 (966,667) 

 2025年大阪・関西万博までに船舶の航行を可能とし、万博来場者への魅力向上等を図るため、淀川大堰

閘門設置工事（国直轄事業）の事業費の一部を負担。 

 

 

○ 2023 年Ｇ7貿易大臣会合の推進 190,283)  

【政策企画部、公安委員会】 (18,742)  

 Ｇ7大阪・堺貿易大臣会合の開催に向け、住民等への理解促進・機運醸成を図るとともに、会場等

における警備警護対策や交通対策、大阪・堺の魅力発信等を実施。 

 

※R4.9号補正 

 

万博をインパクトにした新たな価値の創造・未来への投資 

 

１ ライフサイエンスやカーボンニュートラルなど成長をけん引する 

産業の創出、イノベーションの促進 
 

○ 将来の大阪をけん引するスタートアップ創出に向けた支援 80,519）  

【政策企画部、商工労働部】 ≪新規≫  

 将来の大阪をけん引するスタートアップの創出・育成に向けて、ライフサイエンス分野を中心に

大学等の研究シーズの発掘・事業化支援や、ディープテックなどの海外進出モデル創出に向けた

伴走支援等を実施。 

 

 

 

○ 健康・医療関連産業のリーディング産業化 50,011）  

【商工労働部】 （74,278）  

 ≪一部新規≫  

 ライフサイエンス関連産業のリーディング産業化に向けて、府内３拠点（彩都、健都、中之島）の

形成、拠点間連携を推進するとともに、再生医療の情報発信やスタートアップ・エコシステムの構

築、イノベーション創出に繋がる機運醸成イベント等を実施。 

 

※R4.6号補正 

 

○ 空飛ぶクルマ社会実装の推進 155,388)  

【商工労働部】 (125,125)  

 「空飛ぶクルマ」の 2025年大阪・関西万博での体験や実証実験、万博開催時に空飛ぶクルマ

が商用運航できる離着陸場等の整備に取り組む事業者に対し、必要な経費の一部を補助。 

 

※R4.6号補正 
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○ カーボンニュートラルに向けた技術の創出 836,936)  

【商工労働部】 (500,000)  

 ・カーボンニュートラル技術開発・実証事業 800,148 (500,000) 

 カーボンニュートラルに資する最先端技術の 2025年大阪・関西万博での披露及び万博後の次世

代グリーンビジネスとしての展開・拡大をめざし、試作設計や開発・実証を行う事業者に対し、必要な

経費の一部を補助。 

 

 

 ・バイオプラスチックビジネス推進事業費 36,788 (24,152) 

 バイオプラスチック製品のビジネス化を図るため、府内中小企業と、原材料メーカー等とのビジネス

マッチング、製品開発に向けたプロジェクト組成を支援するとともに、バイオプラスチック製品開発に

取り組む府内中小企業に対し、必要な経費の一部を補助。 

 

※R4.6号補正 

 

２ スマートシティ化による府民生活の質の向上に向けた取組みの加速 

 

○ 住民サービス向上に資するデジタルサービス実装 164,679）  

【政策企画部、福祉部、教育庁】 ≪新規≫  

 ・大阪府防災アプリの導入 34,012 ≪新規≫ 

 災害情報や気象情報等を迅速に府民に対し提供するためのアプリを構築。 

〔債務負担行為の設定(令和 5～9年度)24,288千円〕 

 

 

 ・療育手帳申請管理システムの構築 31,338 ≪新規≫ 

 療育手帳について、現行の紙申請を電子申請化し、申請者の負担軽減と業務効率化の向上を

図るため、データの一元管理を行うシステムの構築等を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 5～7年度)18,182千円〕 

 

 

 ・府立学校入学者選抜等のデジタル化 99,329 ≪新規≫ 

 府立学校の入学者選抜等において、志願者等の利便性の向上及び教職員の負担軽減を図る

ため、出願手続きのオンライン化や採点業務等のデジタル化を実施。 

 （出願手続きのオンライン化） 

・令和５年度    府立中学校で実施 

・令和６年度以降 府立中学校、府立高校、府立支援学校で実施 

〔債務負担行為の設定（令和５～９年度）314,224千円〕 

 

 

 

○ 大阪広域データ連携基盤整備事業 598,938）  

【スマートシティ戦略部】 （339,125） 

≪一部新規≫ 

 

 スーパーシティ実現のため、令和４年度に整備した「大阪広域データ連携基盤（ＯＲＤＥＮ）」を

引き続き運用するとともに、個人に合わせた最適な情報発信機能等を備える「大阪Ｍｙポータル

（仮称）」を構築。 
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○ デジタルサービス導入促進事業費補助金 28,875） 

【スマートシティ戦略部】 ≪新規≫ 

 市町村間で導入状況に格差がある標準的な住民向けデジタルサービスの導入整備にかかる

必要経費を補助。 

 

 

○ 公共交通におけるＭａａＳの促進 70,000)  

【都市整備部】 (70,000)  

 2025年大阪・関西万博開催を見据え、キャッシュレス決済に対応した改札機の整備を促進する

ため、改札機改修等を行う事業者に対し費用の一部を補助。 

 

 

 

３ ＩＲ開業や国際金融都市の実現に向けた取組みの推進 

 
○ 国際金融都市推進事業 137,843)  

【政策企画部】 (100,000)  

 国際金融都市ＯＳＡＫＡの実現をめざして、金融系外国企業等を誘致するため、企業への個別

アプローチ、進出企業への補助やワンストップ窓口の運営などを、大阪市と共同して実施。 

 

 

 

○ 統合型リゾートの大阪立地推進 115,524）  

【ＩＲ推進局】 （121,669）  

 世界最高水準の成長型ＩＲの実現に向け、府市が一体となり取組みを進めるとともに、府民理解の促進を

図るため府民全体、地元企業、大学生などを対象とした情報発信等を実施。 

 

 

 

４ 大阪のポテンシャルを活かした魅力あるまちづくりの推進 

 

○ 新大学学舎整備事業 14,549,851)  

【府民文化部】 (5,438,179)  

 新大学の森之宮キャンパス等の学舎整備及び改修等を行うため、公立大学法人大阪が実施する

工事等に係る経費を補助。 

〔債務負担行為の設定(令和 5～7年度)180,362千円〕 

 

 

 

○ 道路・鉄道ネットワークの整備 18,445,011)  

【都市整備部】 （7,386,228)  

 ・なにわ筋線の整備 4,549,455 (486,928) 

 国土軸上の新大阪や大阪都心部(キタ・ミナミ)と関西国際空港や大阪南部地域間のアクセス強化等

に資するなにわ筋線の整備を促進するため、整備主体である関西高速鉄道㈱に対して出資・補助。 
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 ・淀川左岸線延伸部の整備 140,000 (200,000) 

 広域的な高速道路ネットワーク機能を強化する淀川左岸線延伸部の調査、設計等(国直轄事業)の

事業費の一部を負担。 

 

 

 ・大阪モノレールの延伸 13,755,556 (6,699,300) 

 大阪都心部から放射状に延びる既存鉄道を環状に結節し、広域的な鉄道ネットワークを形成すると

ともに、沿線地域の活性化を図るため、大阪モノレールの門真市駅以南への延伸を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 5～9年度)21,670,000千円〕 

 

 

 

○ 都市基盤の機能強化＜一部再掲＞ 85,240,925)  

【都市整備部、大阪港湾局】 (73,389,368)  

 都市構造を変える道路整備など成長を支える都市基盤を整備。 

・道路及び街路の整備、連続立体交差、河川及び港湾等の整備等 

 

 

 

○ 都市基盤施設の維持管理 28,591,999)  

【都市整備部、大阪港湾局】 (28,016,553)  

 更新期を迎えつつある都市インフラを計画的に維持管理。 

・道路、河川、港湾及び公園の維持管理 

 

 

 

○ グランドデザイン推進費 55,582)  

【大阪都市計画局】 (46,135) 

≪一部新規≫ 

 

 「大阪のまちづくりグランドデザイン」に基づき、民間の活力を最大限引き出しながら、多様な

主体が一体となって、大阪全体のまちづくりに関する検討調査やプロモーションの実施。 

（大阪市及び堺市と共同実施） 

 

 

 

○ 港湾の国際競争力の強化 7,500)  

【大阪港湾局】 (8,000)  

 取扱貨物量・コンテナ取扱量の増加を図るため、府市相互に連携し、船舶の増便等を行った

船社に対して補助。 

 

 

 

５ 大阪の成長を支える人材づくりの推進 

 

○ 外国人材の受入促進 110,978)  

【福祉部、商工労働部】 (30,000)  

 ・外国人介護人材マッチング支援事業 13,182 ≪新規≫ 

 外国人介護人材の受入れを促進するため、特定技能による就労希望者等の送り出し国において 

情報収集や合同面接会などを行うことにより、マッチングを支援。 
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 ・外国人材マッチングプラットフォーム事業 84,879 (30,000) 

   ≪一部新規≫ 

 大阪の成長に資する人材獲得や人材不足への対応のため、外国人材受入検討中の中小企業に対し、

採用に係る相談等をワンストップで実施するとともに、大阪で就職を希望する外国人留学生を対象に、府

内企業との就職面接機会を提供するなど、外国人材の府内企業への就職を促進。 

 

 

 ・労働相談センターパワーアップ事業 12,917 ≪新規≫ 

 就労中の外国人が大阪で安心して働き続けるため、大阪府労働相談センターに新たにチャットボットの

実装やホームページの多言語化等により、24時間対応可能な労働相談体制を強化。 

 

 

 

その他              

 

○ 警察署の建替等整備 490,648)  

【公安委員会】 (970,223)  
 警察施設としての機能維持を図るため、老朽化、狭隘化が著しい警察署の建替え等を実施。  

・八尾警察署移転建替整備 （建築工事） 

・和泉警察署移転建替整備 （建築工事） 

・貝塚警察署移転建替整備 （建築工事） 

・高槻警察署移転建替整備 （実施設計） 

・生野警察署移転建替整備 （基本設計） 

・夢洲警察署（仮称）新築（基本計画） 

・曽根崎警察署建替整備 （基本計画） 

（令和 7年度竣工予定） 

（令和 7年度竣工予定） 

（令和 7年度竣工予定） 

（令和 8年度竣工予定） 

（令和 9年度竣工予定） 

（令和 11年度竣工予定） 

（令和 12年度竣工予定） 

 

 

 

 

○ 減債基金の積立不足額復元 15,925,799)  

【財務部】 (22,256,517)  

 過去の借入れにより積立が不足している減債基金について、平成 21年度より復元を計画的に

実施。令和 5年度末に復元が完了する見込み。 

 

※R4.11号補正 

 



１

（１）性質別内訳 単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

29.2 29.7 98.0

18.5 18.7 97.1

1.9 2.3 116.3

8.8 8.7 95.9

8.2 9.2 107.7

4.5 4.9 106.5

2.2 2.5 110.7

2.3 2.4 102.4

58.1 56.2 93.2

20.4 20.2 95.8

30.0 27.3 87.6

0.8 0.9 101.8

6.9 7.8 108.5

100.0 100.0 96.4

82.2 81.2 95.2

50.7 53.1 100.9

  ＊ 人件費、公債費、税関連歳出、社会保障関係経費（義務的経費）の合計

（２）目的別内訳 単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

0.1 0.1 103.2

4.2 4.1 94.4

10.2 10.9 102.1

17.7 18.5 101.1

25.1 21.3 81.9

0.5 0.6 111.5

3.3 3.9 114.5

0.1 0.3 240.8

0.2 0.0 皆減

7.3 7.5 100.1

15.2 15.8 99.8

16.1 17.0 101.7

100.0 100.0 96.4

609,152

3,779,801 ▲ 137,722

2,617

124,983

387,201

667,909

▲ 1,053575,430

619,343 10,191

574,378

▲ 172,092

7,020

▲ 8,822

8,157

83

2,221

▲ 8,049

2,699

143,085

776,216

21,526

674,930

0

18,102

395,358

317,620

311,696

167,989

16,315

▲ 140,541

560

260

1,104,743

331,204

72,128

701,411

1,082,417

680,904

2,195,374

30,855

1,916,433 1,932,748

3,106,046

3,779,801

1,135,127

768,671

282,945

31,415

178,878

2,957,283

3,642,079

260,721

82,780

85,209

335,761

83,893

22,224

▲ 148,764

▲ 137,722

10,889

2,022

▲ 150,351

▲ 32,594

87,231

91,647 8,867

2,045,023

736,077

994,586

合 計

そ の 他

単 独

一 般 施 策 経 費

948,308

157,592

8,049

274,807

19,305

275,067

148,771

令和５年度当初予算【計数表】
歳 出

区  分

義 務 的 経 費

扶 助 費

公 債 費

R４当初

R４当初

う ち 義 務 的 支 出 ( ＊ )

国 庫 補 助

目 的 別

補 助 金 等

11,764

▲ 22,326

▲ 20,506

▲ 13,584

24,065

建 設 事 業 費

人 件 費

税 関 連 歳 出

う ち 一 般 歳 出

議 会 費

貸 付 金

合 計

積 立 金

増  減  額

増  減  額R５当初

R５当初

福 祉 費

総 務 費

健 康 医 療 費

都 市 整 備 費

建 築 費

そ の 他

3,642,079

商 工 労 働 費

環 境 農 林 水 産 費

教 育 費

警 察 費

都 市 計 画 費 4,446 10,706 6,260
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（３）部局別内訳 単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

0.0 0.0 80.7

1.3 1.0 74.7

0.1 0.2 231.4

0.7 0.6 84.3

17.9 18.9 101.6

0.1 0.1 94.9

0.8 1.2 141.4

0.0 0.0 93.6

10.2 10.8 101.9

17.7 18.5 101.1

25.1 21.3 81.9

0.5 0.6 111.4

3.4 3.8 107.3

0.1 0.3 240.8

0.1 0.1 115.6

7.3 7.6 100.1

14.7 15.0 98.2

100.0 100.0 96.4

〔参考〕部局別フルコスト予算の内訳

単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

0.0 0.0 80.7

1.3 1.0 75.5

0.1 0.2 231.4

0.7 0.7 85.7

13.9 15.0 104.0

0.1 0.1 94.9

0.9 1.2 138.9

0.0 0.0 93.6

10.3 10.9 102.0

18.1 18.9 100.3

25.1 21.4 81.9

0.6 0.7 111.4

6.2 6.5 101.0

0.2 0.3 215.1

0.2 0.2 124.8

7.4 7.7 100.5

14.9 15.2 98.1

100.0 100.0 96.43,779,801

7,628

525,889 547,045 21,155

641 600 ▲ 41

31,975 44,415 12,439

397,136

▲ 137,722

685,836

▲ 12,126

688,182

600 ▲ 41

12,31142,053

増  減  額

281 ▲ 54

▲ 3,893

226

281

387,260

274,807

19,425

1,276

2,475

950,126

280,209

234,509

778,474

21,757 24,232

23,297

2,230

281,485

236,738

▲ 172,092

21,450

776,216

674,930

394,774

10,710

35,888

▲ 137,722

48,014

275,067

667,909

554,495 544,450

21,636

25,450

641

29,743

138,738

260

948,308

3,779,801

7,020

2,211

▲ 10,045

都 市 整 備 部

合 計

教 育 庁

商 工 労 働 部

部 局 名

政 策 企 画 部

▲ 10,983

3,642,079

564,712 553,729

129,331

3,642,079

Ｉ Ｒ 推 進 局

財 務 部

福 祉 部

総 務 部

総 務 部

福 祉 部

財 務 部

府 民 文 化 部

Ｉ Ｒ 推 進 局

226

677,472

都 市 整 備 部

R５当初 増  減  額

副 首 都 推 進 局

政 策 企 画 部

環 境 農 林 水 産 部

新公会計制度の導入を踏まえ、下記のとおり職員費や公債費を含むフルコスト予算（事業費＋職員費＋公債費）を整理

健 康 医 療 部

R４当初

教 育 庁

公 安 委 員 会

商 工 労 働 部

環 境 農 林 水 産 部

合 計

部 局 名

公 安 委 員 会

健 康 医 療 部

府 民 文 化 部

副 首 都 推 進 局

R４当初 R５当初

大 阪 港 湾 局 5,854 7,307 1,453

ス マ ー ト シ テ ィ戦 略 部 4,577 4,345 ▲ 232

大 阪 港 湾 局 4,201 4,855 653

ス マ ー ト シ テ ィ戦 略 部 4,577 4,345 ▲ 232

684,054

▲ 171,651

1,782

389,507

27,190

49,603 37,468 ▲ 12,135

万 博 推 進 局 3,440 7,962 4,522

大 阪 都 市 計 画 局 5,477 11,784 6,307

万 博 推 進 局 3,440 7,962 4,522

大 阪 都 市 計 画 局 4,446 10,706 6,260

▲ 4,000

▲ 54

9,407

7,514
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２

単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

36.4 40.0 105.8

〔104.7〕

【103.9】

8.0 8.6 103.0

12.2 13.3 105.8

〔103.1〕

10.9 12.5 110.3

5.3 5.6 100.7

4.1 4.1 95.0

4.0 3.9 94.9

0.1 0.1 91.7

7.9 8.6 106.1

19.4 15.8 78.5

3.9 4.8 119.4

2.6 2.6 98.9

0.2 0.0 皆減

0.9 1.9 211.1

0.2 0.3 111.3

28.2 26.6 90.8

20.1 20.3 97.6

4.7 2.8 56.9

3.4 3.5 97.9

100.0 100.0 96.4

95.3 97.2 98.3

50.3 55.5 106.4

  ＊地方税、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税など使途が特定されない財源。

  ※ 端数処理の関係上、各項目の合計額が合わないことがある。

8,534

7,900

1,067,205

130,070

758,173

〔72,043〕

【47,867】【1,221,285】

〔1,528,556〕

【1,269,152】

〔1,600,599〕

460,141

〔630,593〕〔611,594〕

303,020

732,572

296,600

201,850

575,120

▲ 7,745

69,000

454,574

26,744

312,074

486,885

143,708

314,700

1,377,103

▲ 137,722

▲ 1,048

965

▲ 77,115

▲ 2,709

▲ 7,900

▲ 98,252

36,317

▲ 18,428

9,054

203,358

32,683

〔18,999〕

1,508

▲ 157,453

18,100

▲ 7,840

1,456,891 79,788

174,314

95,815

1,900,311 2,021,181 120,870

3,540,232

147,702

4,800

155,542

151,453

42,482

3,779,801 3,642,079

127,361

101,847

0

4,400

96,863

412,092

28,334145,980

▲ 60,6073,600,839

9,499

968,953

739,745

178,962

▲ 400

合 計

う ち 一 般 財 源 （ ＊ ）

特別法人事業譲与税

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

財 政 調 整 基 金 除 く

財 政 調 整 基 金

貸 付 金 元 利 収 入

減 収 補 塡 債

国 庫 支 出 金

R５当初

歳 入

府 債

行 政 改 革 推 進 債

臨 時 財 政 対 策 債

通 常 債

地 方 譲 与 税

そ の 他

そ の 他 の 税

法 人 二 税

〔特別法人事業譲与税込み〕

地 方 消 費 税

区  分

【 実 質 税 収 】

個 人 府 民 税

R４当初 増  減  額

〔特別法人事業譲与税込み〕

そ の 他

府 税
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（参考） 独自指標の状況について

（※令和５年度当初予算編成時点における令和５年度末見込の数値）

（Ⅰ）正味収支（条例第17条第2項第1号）

【算定式】 

正味収入〔歳入総額―本来当該年度以外の年度に属すべき歳入〕

 －正味支出〔歳出総額－本来当該年度以外の年度に属すべき歳出（減債基金返済金含む）〕

【算定結果】 

億円

（Ⅱ）本来収支（条例第17条第2項第2号）

【算定式】 

本来収入〔正味収入-補完的な収入〕-正味支出

【算定結果】 

億円

（Ⅲ）実質府債残高倍率（条例第17条第2項第3号）

【算定式】 

【算定結果】 

（Ⅳ）収益的収支比率（条例第17条第2項第4号）

【算定式】 

 収益的支出〔正味支出-資本的支出〕

 収益的収入〔本来収入-資本的収入〕

【算定結果】 

％

159

▲ 393

全会計府債残高-減収補塡債-減税補塡債-臨時税収補塡債-猶予特例債-臨時財政対策債

1.31

91.8

税収+地方交付税+特別法人事業譲与税+臨時財政対策債
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＜参考＞ 府債の状況

１  府債発行額・残高等の状況

単位：億円

55,546 1,409 3,224 5,889 54,290 1,743 3,200 5,674

7,194 179 243 587 7,030 166 455 1,279

62,741 1,587 3,467 6,476 61,320 1,909 3,655 6,954

35,550 409 1,500 2,869 34,590 690 2,212 3,874

27,190 1,178 1,968 3,607 26,729 1,219 1,443 3,080

２  公債管理特別会計の状況

単位：億円

9,277

53,558

6,371

59,929

102.1%

33,618

26,311

増  減  額 前年度比

381 104.3%

R5当初

3,311

利 子 支 払 額 208

歳 入 の 主 な も の R4当初

一 般 会 計

手 数 料 21

歳 出 の 主 な も の R4当初

元 金 償 還 額 6,180

積 立 金 2,322

特 別 会 計

全 会 計

そ の 他

区  分 R4当初

公債管理特別会計 8,896

区  分
R3
残高 新規

発行額
借換債

元金
償還額

新規
発行額

借換債
元金
償還額

残高
見込

R4補正後

残高
見込

R5当初

臨時財政対策債等

一般会計繰入金

2 107.9%

3,175 ▲ 136 95.9%

R5当初 増  減  額 前年度比

6,310 130

215 8 103.7%

▲ 37

▲ 80 97.5%

223 112.4%2,018

98.4%2,285

23

一般会計繰入金 3,311 3,175

借 換 債 3,280

減債基金繰入金 1,795

▲ 136 95.9%

増  減  額 前年度比

3,200

R5当初
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